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【大牟田病院の基本情報】 

 

医療機関名：独立行政法人国立病院機構大牟田病院 

 

開設主体：独立行政法人国立病院機構 

 

所在地：福岡県大牟田市大字橘１０４４の１ 

 

 

許可病床数： 

（病床の種別） 

 402床（一般380床（一般220床、重症心身障害80床、筋ジストロフィー80床）、結核20床、感染症2床） 

 

（病床機能別） 

 380床（急性期47床、回復期47床、慢性期286床）、結核と感染症は除く 

 

稼働病床数： 

（病床の種別） 

 402床（一般380床（一般220床、重症心身障害80床、筋ジストロフィー80床）、結核20床、感染症2床） 

 

（病床機能別） 

 380床（急性期47床、回復期47床、慢性期286床）、結核と感染症は除く 

 

診療科目： 

 内科、神経内科、呼吸器科、循環器科、小児科、外科、呼吸器外科、リハビリテーション科、放射線科、 

麻酔科 

 

職員数：平成２９年８月１日現在 

    

     

常　勤
非常勤

※非常勤には期間職員を含む（非常勤・期間職員は常勤換算）育休、休職者除く

137.92 442.38合計

職員数 4.46 35.92 40.38

職員数

（常勤換算）
23.00 258.46 6.00 17.00

402.00

合計

職員数

医師 看護師 薬剤師 リハ職
その他

医療職等

23.00 254.00 6.00 17.00 102.00
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【１．現状と課題】 

 

①構想区域の現状（※福岡県地域医療構想・別冊（有明区域）抜粋） 

 

【現状と課題】有明区域（大牟田市、柳川市、みやま市）地域構想 

 

（１）人口及び高齢者の推移 

○ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成25 

（2013）年3 月中位推計）によると、有明区域の総人口は減少を続け、平   

成22（2010）年の235,745 人が、平成37（2025）には195,314 人（対平成22 

年▲17.2％）となり、平成52（2040）年には154,607 人（同▲34.4％）とな

ると予想されています。 

○ 一方、65 歳以上の高齢者人口は平成32（2020）年の76,443 人をピークに 

減少に転じ、総人口に占める割合は、平成22（2010）年の29.5％が平成37（

2025）年には38.1％となり、平成52（2040）年には40.8％となると予想され

ています。 

○ また、75 歳以上の後期高齢者人口は平成42（2030）年の45,685 人をピークに減少に転じますが、総人口

に占める割合は増加を続け、平成22（2010）年の16.1％が、平成37（2025）年には22.9％となり、平成52

（2040）年には26.3％となると予想されています。 

○ 年齢階級別の人口変化では、5 歳から20 歳までの年代で人口が流出しており、その後の年代でも流入に

よる人口増加は見られず、75 歳以上の後期高齢者人口の増加に伴い死亡者数が増加していくと予想されて

います。（図表1-1-08（別冊資料編参照、以下同じ。）） 

○ また、男性、女性の平均寿命の違いから、特に女性の後期高齢者人口が多く増加すると予想 

されています。（図表1-2-08） 
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（２） 医療資源の状況 

①病院・一般診療所の数・病床数 

○有明区域の病院数は平成26（2014）年現在で33 施設であり、このうち一般病院は28施設となっています。 

○一般診療所は、221 施設であり、そのうち有床診療所は39 施設となっています。 

○許可病床数は、一般病床が3,360 床（病院2,849 床、有床診療所511 床）、療養病床が1,353 床（病院

1,281 床、有床診療所72 床）となっています。 

○一般病床の人口10 万人当たりの病床数は1457.6 床で、全国平均（783.1 床）を上回っています。また、

療養病床の人口10 万人当たりの病床数は587.0 床で、全国平均（267.2 床） 

を上回っています。 

○許可病床数は、過去5 年間（平成26（2014）年－平成21（2009）年）で275 床減少しており、一般病床が 

 207床（▲5.8％）、療養病床が68床（▲4.8％）減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 医療提供の現状 

●入院医療の提供状況 

○平成25 年度の国民健康保険及び後期高齢者医療のレセプトデータ（以下「ＮＤＢデータ」 

という。）を用いて、診療報酬の入院基本料別に自己完結率（当該区域に住所地を有する患者 

が当該区域の医療機関を受診する割合）を分析すると、一般病床のうち、主に高度急性期・ 

急性期に対応する看護配置基準７対１及び10 対1 の病床では、74.2％が自己完結しており、 

14.9％が久留米区域に流出しています。（図表2-1） 
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○主に回復期に対応する看護配置基準13 対１及び15 対1 の病床では、94.6％が自己完結し 

ています。回復期リハビリテーション病床の自己完結率も88.6％となっています。（図表2-2・ 

2-3） 

○主に慢性期に対応する療養病床では、79.5％が自己完結しています。（図表2-4） 

○厚生労働省の「必要病床数等推計ツール」を用いた平成37（2025）年患者流出入の状況で 

は、有明区域の自己完結率は、高度急性期で58.8％、急性期で72.9％、回復期で82.0％、慢 

性期で80.0％と推計されています。 

○ＳＣＲ（年齢調整標準化レセプト出現比）では、一般病棟入院基本料の看護配置基準7 対1 

及び10 対1 を算定しているレセプトの出現比（以下「レセプト出現比」という。）は全国平 

均並みとなっています。看護配置基準13 対1 及び15 対1 のレセプト出現比は全国平均を大 

きく上回っています。回復期リハビリテーション病棟入院料のレセプト出現比も全国平均を 

上回っています。また、療養病棟入院基本料及び有床診療所療養病床入院基本料のレセプト 

出現比も全国平均を上回っています。 
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②構想地区の課題（※福岡県地域医療構想・概要版（有明区域）抜粋） 

 

【現状と課題】有明区域（大牟田市、柳川市、みやま市）地域構想 

○総人口はすでに減少局面に入っており、65 歳以上人口は平成32（2020）年がピーク、75 歳以上人口は平

成42（2030）年がピークと予想されている。 

○人口10 万人対の一般・療養病床数は全国平均を上回っている。また、医師の数は総数で全国平均を上回っ

ているが、主な診療科別では小児科、産科・産婦人科、麻酔科、救急は全国平均を下回っている。 

○自己完結率は救急で80.1%、くも膜下出血で74.8%、急性心筋梗塞で87.1%、悪性腫瘍で68.9%と比較的高い

が、小児・周産期に関しては久留米区域に依存しており、久留米区域との連携を確保しつつ、区域内で対

応が望まれる医療提供体制の構築が必要である。 

○必要病床数の推計値と現状の病床数との比較では回復期が455 床不足する見込みである。 

○在宅医療に関しては、全般的に充実を図る取組（人材確保を含む。）を進めていく必要がある。 

 

＜必要病床数と病床機能報告の比較；各区域＞ 

構想の区域 病床の機能 必要病床数 

（２０２５） 

病床機能報告 

（２０１６） 

差  引 

 

 

 

有  明 

 

 

高度急性期 １７２ ７８ ＋９４ 

急性期 ８１２ １，６５４ 

      
▲８４２ 

回復期 １，２１６ ７６１ ＋４５５ 

慢性期 １．２６３ １，８８９ 
▲６２６ 

合計 ３，４６３ ４，３８２ 
▲９１９ 

（※H29.9.8「公的医療機関等2025プラン」説明会資料抜粋） 
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１．自院の圏域における課題と施策 

地域医療構想における、自院及び近隣の競合病院、協力病院に関連する記載は下記のとおり。 

当院の現状が高齢者中心の患者構成であること、また、有明地区は高齢化社会を迎えること

となるが、有明地区における当院の役割（呼吸器科、神経内科中心の医療）は大きく変わる

ことはない。 

現状・課題 対応策 

・回復期病床の不足 

（▲356床） 

 

・不足する回復病床については、医療機関の自主的な取組

を基本としつつ、急性期又は慢性期病床からの機能転換に

より確保を図っていく（地域医療介護総合確保基金活用） 

（当院の診療機能上、回復期への転換は困難） 

・小児・周産期に関して久留

米地区に依存。自己完結率が

低い。 

 

・救急医療、小児・周産期医療、5疾病にかかる医療提供

体制については、久留米区域との連携を基本としつつ、区

域内で自己完結が望まれる医療提供体制等について、関係

者間で協議していく。 

・在宅医療の充実 

 

 

・有明地区の実情に応じた在宅医療等の人材確保を含めた

提供体制の構築。 

（当院は福岡県認知医療センターの指定を受けている。今

後増加が見込まれる認知症高齢者について、関係機関の連

携を図り総合的な支援を実施する） 

 

２．構想区域における病床数・病床機能 

（１）構想区域における病床数 

有明区域の病床数に関しては下記のとおり。病床報告(現状及び 6年後)と 2025年必要病床を 

比較すると、慢性期及び急性期が過剰となっており、回復期・高度急性期が不足している。 

病床総数に関しても 1124床の削減を予定しているため、大きな病床機能の転換及び削減を求め 

られる事が予想される。 

 

有明地域医療構想区域 
慢性

期 
回復期 急性期 高度急性期 合計 

病床

数 

現状報告数(2016) 1,889 761 1.654 78 4,382 

6 年後の予定 1,936 860 1,663 128 4,587 

2025 年必要病床数 1,263 1,216 812 172 3,463 

2025 年と 6 年後の予定との差分 -673 356 -851 44 -1,124 

（※H29.9.8「公的医療機関等2025プラン」説明会資料抜粋） 
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（２）当院の現状                                       

点数帯別に患者数を見ると、報告した病床数と慢性期及び急性期に差異はあるが概ね一致してい

る。 

 

（３）他院との比較                           

当院は障害者医療中心であるが、近隣では柳川療育センターが、平成２８年５月に移転オープン

を行い、入所定員は５５人から１１０人、短期や日中の一時受け入れは５人から１０人に倍増された。 

また、当院は福岡県より委託され福岡県認証医療センターを運営しておりそこも強みである。

その他の障害・一般病床に関しては地域内で慢性期病床が過剰となっているため、病床削減、回

復病棟への機能転換等の対応が求められる可能性がある。 

 

 

３．近隣病院との比較                           

当院は診療科の通り神経系疾患と呼吸器系疾患に対して強みを持っている。呼吸器系疾患に関し

ては、患者数を多く確保出来ているが同地域の他病院に比べ効率性に関して十分とはいえない。ま

た、神経系疾患・筋骨格系疾患・循環器疾患等に関しては患者数は少ないが効率性・複雑性を確保

できている。 

 

 

４．内部環境分析 

（１）直近の経営状況について                         

当院の経常収支は過去 5年黒字を維持している。28年度については診療報酬改定による減収もあ

ったが、1日平均入院患者数の計画数達成、新規施設基準の取得等により、経常収支率 102.5％

を達成した。  

 

（２）経営資源                               

  当院の常勤医師 23名のうち、呼吸器科 12名、神経内科 6名の医師が占めている。その他、内

科 2名、呼吸器外科 1名、放射線科 2名であり、呼吸器科、神経内科以外の診療科については、

他の慢性期病院との棲み分けが課題である。安定した経営を継続のためにも、引き続き医師確保

が必要である。      

                        

（３）経費率について                              

平成 28年度の経費率は、5％と機構内の障害中心病院の中で上位に位置している。しかし、

（人件費率＋委託比率）は下位に位置している。今後の経営改善のためにも、計画的な人員配

置、 委託費の縮減も検討する必要がある。 
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③ 自施設の現状 

 

〇病院の基本理念 

「大牟田病院は、病む人の気持ちを大切にして、安全で最善な医療を提供しています」 

 

〇運営方針 

①政策医療（呼吸器、神経・筋疾患）を基本とした診療の実践 

②臨床研究部と治験の推進 

 ③教育・研修の推進 

④健全な経営基盤の確立 

 

〇診療方針 

 ①呼吸器疾患の専門的医療 

 ②神経・筋疾患の専門的医療 

 ③認知症診療の地域の中核医療 

 ④重症心身障がい児（者）の専門的療育 

 ⑤生活習慣病、循環器疾患についての医療 

 

〇病院の特徴 

・当院は、呼吸器科と神経内科を中心に内科、循環器科、呼吸器外科、放射線科、リハビリテー

ション科を加えて①呼吸器疾患、②神経・筋疾患、③重症心身障がい児（者）の療育を３本柱

とする専門的な医療を行っています。呼吸器科・神経内科領域では一般診療を行い地域医療に

貢献することに加え、結核、神経難病、筋ジストロフィ-、重症心身障がいなど、一般診療では

あまり取り上げられない「政策医療」の分野についても「国立病院機構」の病院の使命として

積極的に取り組んでいます。さらに、平成２３年１１月には、福岡県から認知医療センターの

指定を受け、地域の認知症診療の中心的役割を担うようになしました。また、平成２７年３月

には、福岡県から第２種感染症指定医療機関の指定を受け、２類感染症病床２床を増床し、２

類感染症や新型インフルエンザ受入体制が整いました。 

 

〇診療実績（平成２８年度） 

  

 運営状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１病棟 結核、一般 結核 20 20 慢性 48.5% 7.3 66.9

１病棟 結核、一般 一般 26 26 慢性 88.8% 22.6 56.7

１病棟 感染 感染 2 2 慢性 - - -

３病棟 内科、呼吸器外科 一般 47 47 急性 84.0% 40.0 20.8

５病棟 呼吸器科 一般 47 47 回復 78.9% 39.0 42.4

６病棟 神経難病、重心、認知症、重心 一般 40 40 慢性 99.3% 38.4 224.3

７病棟 神経難病 一般 40 40 慢性 95.0% 38.0 374.6

８病棟 神経難病 一般 40 40 慢性 95.5% 38.2 313.5

１１病棟 重心 一般 60 60 慢性 98.7% 58.9 374.0

１２病棟 筋ジス 一般 40 40 慢性 96.8% 38.8 1,349.6

１３病棟 筋ジス 一般 40 40 慢性 92.5% 38.0 178.9

合計 402 402 89.6% 359.2 87.8

外来部門 １日平均患者数（名）

平均
在院日数

医療
機能

医療法 運営

病床
利用率

患者数

86.6人

病棟名
主な診療科名

又は取扱い疾病名
病床
種別

病床数
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 紹介率 紹介率 81.1％ 逆紹介率 80.3％  

 

 施設基準 

 

 

〇医療・介護連携                              

 

有明二次医療圏の主な医療機関としては、大牟田市立病院（350床 6.5km DPC参加）、大牟田天

領病院（351床 7.7km DPC参加）、米の山病院（219床 4.7km DPC参加）、ヨコクラ病院（199床 

3.6km DPC準備）、済生会大牟田病院（196床 2.3km）、当院（402床）がある。 

この他に、紹介患者数の多い医療機関としては、永田整形外科病院（124床 6.0km）、大牟田共立

病院（102床 5.0km）、杉循環器科内科病院（81床 1.7km DPC準備）がある。 

 

 

 

④ 自施設の課題 

 

・重症心身障害児（者）病棟について、現在８０床（６病棟２０床、１１病棟６０床）で運用し

ているが、新入院が減少傾向で、待機患者もないため病床利用率が低下している。（平成２８年

度１日平均患者数 ７１．５人 病床利用率 ８９．４％） 

 当院は障害者医療中心であるが、同機能施設として近隣には柳川療育センターが、平成２８年

５月に移転オープンを行い、入所定員は５５人から１１０人、短期や日中の一時受け入れは５

人から１０人に倍増された。 

 

・結核は全国的に罹患率が減少しているが、現在もなお排菌患者の入院があり、当院は福岡県南

部の拠点病院となっているが、今後の地域の結核医療のニーズに応じた結核病床を検討してい

く。（福岡県結核基準病床と既存病床数の乖離（基準191床 既存252床 ＋61床過剰））将来的

には結核の運営病床の見直し（20床⇒10床（休床））について関係機関と調整を行いたい。 

 

・当院は福岡県より指定され福岡県認知症医療センターを運営しており、外来における認知症患

者は増加傾向であるが、入院の受入れを行っていない。 

 

・障害・一般病床に関しては有明医療圏内で慢性期病床が過剰となっているため、病床削減、回

復病棟への機能転換等の対応が求められる可能性がある。 

 

・平成２７年度より膠原病内科外来を開設したが、近隣の大牟田済生会病院の膠原病内科外来の

閉鎖に伴い紹介患者を含む新規患者が増加傾向である。現在、膠原病内科として週２回の非常

勤医師により外来診察のみを行っている。今後、常勤医師を確保し、併せて入院診療も行いた

い。 

 

・地域の医療機関や介護施設等との連携強化、退院支援、退院調整のスムーズな実施のためにも

連携を担う人材の育成は急務である。３年前よりＭＳＷの増員を計画しているが現時点では承

認されていない。 

 

承認年月日

結核 結核病棟入院基本料 　７：１ H27.5.1

一般（3病棟） 一般病棟入院基本料 １０：１ H26.11.1

一般（上記以外） 障害者施設等入院基本料 　７：１ H27.5.1

入院基本診療料

区　　　　　　　　　　　分
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【２．今後の方針】  

 

① 地域において今後担うべき役割 

 

・当院の診療体制は、内科、循環器科、放射線科のサポートに支えられながら、呼吸器科と神経

内科を中心として運営されており、当院の対象とする疾患分野は、呼吸器疾患、神経難病、認

知症、筋ジストロフィー、重症心身障害児（者）医療など、その殆どが慢性疾患や難治性疾患

であり、患者は高齢者が多くを占めている。（71歳以上の患者が60～70％を占める[重心・筋ジ

ス除く]）なお、当院は障害者施設等入院基本料を算定していることから、入院診療には平均在

院日数の縛りがないことも大きな特徴になる。また、2011年11月には福岡県から（県下5病院の

うちの1つとして）南筑後地区の認知症医療センターに指定され、認知症医療・介護における地

域の中核的な役割を果たすよう求められている。 

 

【呼吸器科について】 

・呼吸器科に関しては筑後地方南部の呼吸器病センター（呼吸器内科・外科）として呼吸器疾 

患に対する専門的な医療を担っており、急性期を展開する大牟田市立病院を中心とした連携病

院と病病連携・病診連携を行っている。 

大牟田市立病院には呼吸器内科から臨床研究部長と呼吸器内科部長が診療援助に赴くなど良好

な関係が構築されており、今後も連携を維持・強化していくことで患者数の安定的な確保を図

りたい。 

 

【神経内科】 

・神経内科に関しては、近隣に同様の特色を持つ医療機関がないため、有明二次医療圏のみなら

ず福岡県南部の中心的な役割を果たしている。 

 なお、副院長が神経難病のリハビリ患者を多く診ている大牟田共立病院の診療援助を行うなど

地域医療に貢献するとともに、有明二次医療圏以外からも多くの患者受け入れを行っている。

神経内科の入院患者の約90％が福岡県内からであり、そのうちの約30％が有明二次医療圏外か

らである。 

 また、当院は福岡県認知症医療センターの指定を受けており、認知症の診断と治療に関して地

域における中心的・指導的施設としての期待が寄せられている。 

 

【筋ジス・重心】 

 ・政策医療として継続して担っていく。 
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② 今後持つべき病床機能 

 

当院の現状が高齢者中心の患者構成であること、また超高齢化を迎えても当院の呼吸器科、神 

経内科に対する医療ニーズが大きく変わることはないと考えられるため、当面は現状の機能を維

持する。なお、膠原病内科については外来患者数の増加に伴い、将来的に病床数の確保を検討し

ている。また、将来的に皮膚科の標榜も検討している。 

 

③ その他見直すべき点 

 

・有明医療圏の今後の医療需要の推移を加味して、最適な病床規模について検討を続けていく。 

 

【３．具体的な計画】  

 

① ４機能ごとの病床のあり方について 

 

 ＜今後の方針＞ 

 現在 

（平成28年度病床機能報告） 

 将来 

（2025年度） 

高度急性期    

急性期 ４７  ４７ 

回復期 ４７ → ４７ 

慢性期 ２８６  ２８６ 

（合計） ３８０  ３８０ 

※結核、感染は除く 
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 ＜年次スケジュール＞ 

 取組内容 到達目標 （参考） 

関連施策等 

2017年度 

 

 

 

・自施設の役割について地

域医療構想調整会議におい

て関係者と協議 

 

 

 

 

 

・自施設の今後の病床の在り方

を検討 

 

 

 

 

2018年度 

 

 

 

・協議の結果を踏まえ具体

的な病床計画を策定 

 

・病棟建替整備計画 

   

 

 

・自施設の病床の在り方につい

て関係者と合意を得る 

 

 

 

 

2019～2020

年度 

 

 

・協議の結果を踏まえ具体

的な病床計画を策定 

 

・病棟建替入札 

（設計、工事）、工事期間 

 

 

 

  

 

 

 

2021～2023

年度 

 

 

 

 

 

・2022年度に新病棟稼働 
 

第

７

次

医

療

計

画 

第７期 

介護保険 

事業計画 

２
年
間
程
度
で 

集
中
的
な
検
討
を
促
進 

第８期 

介護保険 

事業計画 
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② 診療科の見直しについて 

 検討の上、見直さない場合には、記載は不要とする。 

 

 ＜今後の方針＞ 

 現在 

（本プラン策定時点） 

 将来 

（2025年度） 

維持 

 

→ 

 

新設  → 

皮膚科 

 

廃止 

 

→  

変更・統合 

 

→ 

 

※現在の診療科を基本としているが、診療科の充実を図るため皮膚科の新設を計画している。 

 

③ その他の数値目標について 

 

医療提供に関する項目 

・ 病床稼働率：９０％（目標値） 

・ 手術室稼働率：１００件（目標値） 

・ 紹介率：８３％（目標値） 

・ 逆紹介率：８２％（目標値） 

 

経営に関する項目＊ 

・ 人件費率：６５％（目標値） 

・ 医業収益に占める人材育成にかける費用（職員研修費等）の割合：１％ 

   ※職員研修費には本部で負担している研究経費は含まない。 

   ※地域医療構想調整会議の議論の状況も踏まえ、基金の活用についても検討する。 

    

その他： 

 

【４．その他】 

（自由記載） 

 

 

 


